
人口減少対策戦略本部（令和５年度第１回） 会議次第 

 

日時：令和５年８月 30日（水）15：30～17：00 

場所：３階 防災対策室 

 

１．開会 

 

２．あいさつ 

 

３．議題 

（１）これまでの本部会議の取り組み          [資料１] 

 

 

 

 

（２）人口動態について                [資料２] 

 

 

 

 

（３）令和５年度の本部会議の取り組みの基本的な考え方 [資料３] 

 

 

 

 

（４）今後のスケジュール  

  ①第１回戦略本部会議（８月 30日） 

→人口動態の状況報告 

→令和５年度戦略本部の取り組み方針・スケジュール確認 

②第２回戦略本部会議（10月） 

 →対策について検討状況議論 

③第３回戦略本部会議（11月） 

 →対策について検討状況議論 

④第４回戦略本部会議（12月） 

→新年度予算要求内容確認 

  ⑤予算発表（２月） 

 

４．閉会 

  



令和４年度人口減少対策戦略本部構成員名簿 

 

NO 所属・職名 名前 備考 

１ 市長 木山耕三  

２ 事務担当副市長 大原直樹  

３ 事業担当副市長 矢吹有司  

４ 総務部長 島田虎往  

５ 生活福祉部長 岡本 貢  

６ 企画振興部長 加藤武徳  

７ 環境建設部長 石原博行  

８ 防災・災害事業監 森山泰人  

９ 教育部長 荘川隆則  

10 人口減少対策戦略プロデューサー 梅木敏明  

 

 

 

事務局 

 

NO 所属・職名 名前 備考 

１ 企画振興部企画課長 田部伸宏  

２ 企画振興部いちばんづくり課 足羽幸宏  

３ 企画振興部いちばんづくり課 世良 望  

 



 

 

これまでの本部会議の取り組みについて 

 

１．令和３・４年度の経過 

（１）本部会議の開催状況 

  ①令和３年度 ５回開催 

（令和３年６月 17日・８月 31日・10月 14日・12月 28日・令和４年１月 19日） 

  ②令和４年度 ４回開催 

（令和４年 10月【持ち回り】・12月１日・12月 23日・令和５年１月【持ち回り】） 

（２）令和５年度予算化した事業及び事業費                        単位：千円 

Ⅰ 働く場の確保 

番号 事業名 事業内容 予算額 

１ 林業技術研修会の実施 林業体験交流施設における林業研修会の実施 2,115 

２ 林業学校等の就学支援 林業学校就学に対する奨励金の支給 1,500 

３ 地域おこし協力隊員の活用 有害鳥獣処理施設等への隊員の配置 13,598 

４ 新規就農者への支援 新規就農者育成事業奨励金等の活用による新規就農者の  

呼び込み 

45,300 

小計 62,513 

Ⅱ 安心して住み続けることができる環境づくり 

番号 事業名 事業内容 予算額 

１ 買物弱者対策支援 買物弱者対策、高齢者の見守りのための移動販売事業者への

支援 

1,560 

２ キャッシュレス決済の推進 市内小学校の見守り事業はじめとするキャッシュレス決済 

推進への支援 

10,381 

３ 介護人材の確保【新規】 介護人材確保事業による介護人材確保・離職防止のための 

支援 

2,800 

４ 子どもたちと多世代の集いの場整

備【新規】 

次世代を担う子どもたちや保護者、関係する多くの人々が 

世代を超えて集い、憩いの時間を過ごすことのできる場の 

整備に向けた検討 

667 

５ デジタル化による子育て支援 

【拡充】 

電子母子手帳（母子モ）の機能拡充による利便性向上    

による子育て世帯の支援 

7,847 

小計                            うち新規：3,467・拡充 7,847 23,255 

Ⅲ 人を呼び込むための仕組みづくり 

番号 事業名 事業内容 予算額 

１ 庄原ファンクラブの創設 庄原ファンクラブでのプロモーション強化【拡充】 1,952 

ファンクラブの会員管理・運営 4,041 

２ 地域マネージャーの活用 移住・定住に係る地域マネージャーの配置 16,135 

小計                                 うち拡充：1,952 22,128 

合計 うち新規：3,467・拡充：9,799・継続：94,630 107,896 

 

  

資料１ 



 

２．令和４年度人口減少対策事業の実績                          単位：千円 

NO 
事業名 

実績額 

（予算額） 
実績 

Ⅰ 働く場の確保 

1 林業技術研修事業 0（2,110） 開催に向け、関係機関等と検討・協議し準備を進めたが、協

議に期間を要したことから令和４年度内に実施できなかっ

た。（検討・協議内容をふまえ令和５年夏以降に実施予定） 

2 林業学校就学支援事業 300（1,500） 市内奨励金を１人に支給 

3 地域商業機能複合化推進 

事業 

4,427（5,000） 東城町商工会において商店街の空き店舗を活用したコワーキ

ング・チャレンジショップの実証、AI カメラの設置による来

訪者のデータを取得。令和４年度の事業結果を活用して、令

和６年度に向け商店街への来訪を誘発する設備内容等を検討

される。 

4 地域おこし協力隊員の活用 3,406（9,011） 有害鳥獣処理施設（農林業公社）への隊員１人の配置 

5 新規就農者支援事業 12,898（51,630） 新規就農者育成事業奨励金１件 360 

農業次世代人材投資事業７件 9,078 

新規就農者育成総合対策事業 0件 

就農施設等整備事業４件 3,460 

小計 21,031（69,251）   

Ⅱ 安心して住み続けることができる環境づくり 

1 買物弱者対策支援事業 1,380（3,420） 見守り奨励金５件交付 

2 キャッシュレス決済導入 

支援事業 

14,079（16,619） 市内小学校の見守り事業はじめとするキャッシュレス決済推

進への支援 

●見守り事業 7,619 

（令和４年度申込児童数 594 人に 102,761P 付与） 

●キャッシュレス決済推進 6,460 

（令和４年度全決済額 3,689,908・カード会員数 56,102 人う

ち市内 33,142人・転入者 405 人へ 2,025ポイント付与） 

小計 15,459（20,039）   

Ⅲ 人を呼び込むための仕組みづくり 

1 庄原ファンクラブの創設 3,336（4,299） 令和５年３月から会員募集開始、入会申込５月８日時点で

1,017 人。会員証の発行・官民ワークショップの開催（５回） 

広島市での会員交流イベントの実施・SNS、郵送での情報発信

など（業務委託 2,607・旅費 226・消耗品 257・印刷 143・通

信 40・その他 63） 

2 地域マネージャー活用事業 12,258（14,539） 移住・定住に係る地域マネージャーの配置 13 人 

小計 15,594（18,838）   

合計 52,084（108,128）  

 

 

 



 

「人口動態の状況」まとめ 

 

１．令和４年度人口動態 

 （１）人口の推移 

  ①令和４年３月末時点で 32,343人となり、前年度末時点から▲748人 

  ②住民基本台帳人口と社人研推計人口の比較では、令和元年度から推計人口を下回っており、その差も

広がり令和４年度末では▲462人 

（２）自然増減 

  ①出生数は 152人、死亡数は 764人 

  ②自然増減数は▲612人 

  ③自然増減の推移については、死亡数は 700人台から 600人台へ減少しているが、出生数も減少してお

り、自然増減数は減少傾向 

 （３）社会増減 

  ①転入は 840人、転出は 976人 

  ②社会増減数は▲136人 

  ③社会増減の推移については、増減を繰り返しているが、令和４年度は過去５年では最小の社会減の数値 

 

表１　令和4年度人口移動の状況（庄原市住民基本台帳）

R3.3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 前年比較

月末人口 33,091 33,056 33,028 32,984 32,956 32,886 32,831 32,757 32,697 32,617 32,551 32,480 32,343 -748

転入 664 98 82 70 55 46 49 53 42 48 45 66 186 840 176

出生 146 11 17 12 9 13 17 16 15 10 11 13 8 152 6

転出 -862 -93 -72 -60 -51 -62 -65 -67 -58 -56 -34 -85 -273 -976 -114

死亡 -671 -51 -55 -66 -41 -67 -56 -76 -59 -82 -88 -65 -58 -764 -93

表2　地域別自然増減（庄原市住民基本台帳）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 自然増減

出生 11 13 9 6 11 11 9 10 6 8 8 6 108

死亡 -25 -22 -20 -22 -31 -29 -38 -20 -41 -42 -30 -29 -349 -241

出生 0 2 0 1 1 2 1 2 1 0 0 1 11

死亡 -8 -7 -8 -4 -5 -3 -11 -11 -8 -8 -10 -5 -88 -77

出生 0 1 1 1 0 3 6 2 1 2 5 1 23

死亡 -10 -14 -25 -6 -17 -16 -15 -18 -19 -14 -14 -17 -185 -162

出生 0 0 0 1 0 0 0 0 1 1 0 0 3

死亡 -1 -6 -3 -2 -4 -6 -3 -2 -4 -7 -3 -2 -43 -40

出生 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 2

死亡 -2 -2 -2 -4 -3 -1 -3 -3 -7 -5 -2 -2 -36 -34

出生 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1

死亡 -2 -2 -5 -1 -4 -1 -4 -4 -2 -6 -3 -2 -36 -35

出生 0 0 2 0 1 0 0 1 0 0 0 0 4

死亡 -3 -2 -3 -2 -3 0 -2 -1 -1 -6 -3 -1 -27 -23

出生 11 17 12 9 13 17 16 15 10 11 13 8 152

死亡 -51 -55 -66 -41 -67 -56 -76 -59 -82 -88 -65 -58 -764 -612

表３　住民基本台帳人口の推移（各年度末）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

人口 38,612 37,902 37,240 36,608 35,910 35,241 34,559 33,814 33,091 32,343

社人研推計 37,000 36,396 35,792 35,188 34,580 33,977 33,391 32,805

自然増減 -472 -562 -496 -499 -481 -516 -534 -480 -525 -612

社会増減 -137 -149 -166 -133 -217 -153 -148 -265 -198 -136

対前年人口 -609 -710 -662 -632 -698 -669 -682 -745 -723 -748

出生数 256 214 231 208 219 213 165 164 146 152

死亡数 -728 -776 -727 -707 -700 -729 -699 -644 -671 -764

転入 905 925 926 892 853 873 904 697 664 840

転出 -1,042 -1,074 -1,092 -1,025 -1,070 -1,026 -1,052 -962 -862 -976

高野

全市

庄原

西城

東城

口和

比和

総領

資料２ 



 

 

 

 

２．本市人口動態における注目すべき点 

 （１）若年層人口の減少 

①平成 29 年に 15 歳～19 歳だった者が５年後の令和４年には男性で 109 人・女性 156 人減少しており、

減少率は男性 14.5％、女性 21.6％である。また、20歳～24歳では、男性 18.4％・女性 26.6％の減少

と減少率が大きい状況となっている。 

  ②この傾向は過去５年間を見ても同様の状況が続いている。 

  ③出生数は減少しており、若年層の人口自体が減少しており、このままでは更なる若年層の減少が懸念

される。 
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住民基本台帳人口の抜粋                      （単位：人・％） 

 



 

３．人口動態を踏まえた令和５年度の取り組み方針 

（１）本部会議の取り組みの基本的な考え方の整理 

人口は前年度末時点から▲748 人で、社人研推計人口の比較では、令和元年度から推計人口を下回って

おり、その差も広がっており、人口減少に歯止めがかからない状況である。 

これを踏まえ、これまでの取り組み方を転換していく必要がある。 

 

 

資料３で整理 

 

（２）戦略本部で議論するうえでの対策のターゲット層と対策の方向性の整理 

15歳から 29歳の年齢層の減少率が高いことから、減少率を減らす対応が必要である。 

 

 

そこで、ターゲット層を若年層（15～34歳）として設定する。 

 

 

具体的な対策案については、今後本部で議論・検討する 

 

 

若年層について 

厚生労働省の若年者雇用実態調査では、若年

労働者を 15 歳から 34 歳と定義されており、

これに準じて若年層を 15～34 歳とした。 



 

令和５年度本部会議の取り組みの基本的な考え方（案） 

 

 これまで、２年間人口減少対策戦略本部会議を開催し、「働く場の確保」「安心して住み続けることが

できる環境づくり」「人を呼び込むための仕組みづくり」の３つ柱に基づき「人口減少対策は総合施策」

という考えのもと対策を検討・実施してきた。 

各種施策の成果が出るには相当の期間を要するが、人口減少に歯止めがかかっていない状況が続いて

おり、国も「こども未来戦略方針」を示し、2030年代に入るまでが、少子化傾向から反転できるラスト

チャンスであるとしているなど、令和５年度戦略本部の取り組みは、人口減少に歯止めをかけることが

できるかどうかの正念場となる。 

加えて、令和５年６月定例会において少子化対策の一般質問に対する市長答弁で「令和５年度市政方

針で述べました、子どもたちを中心とした幅広い世代が集える場の整備を推進するとともに、先ほど申

しました本市独自施策の拡充や、新たな取り組みについても検討し、引き続き少子化対策を進めてまい

ります。」としており、少子化対策に資する本市独自施策の拡充や、新たな取り組みについても検討する

ことを表明している。 

さらに人口減少対策に直接的な効果が期待される定住促進施策として実施している事業が令和５年

度末で終期を迎えることから、令和６年度以降の事業内容について検討する時期を迎えている。 

 そこで、これまでの戦略本部の取り組み手法を転換し、人口動態の特徴的な動きを分析（出生数の減

少や定住者の流出の状況などの事象の要因を分析）するとともに、人口減少対策に直接効果の出る取り

組み（少子化対策に資する本市独自施策及び定住促進施策）を打ち出していくための議論を人口減少対

策戦略本部で行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 

■令和３・４年度の取り組み 

「働く場の確保」 

 
「安心して住み続けることができる環境づくり」 

 
「人を呼び込むための仕組みづくり」 

 

 

■令和５年度の取り組み 

少子化対策に資する本市独自施策及び定住促進施策 

 

総合施策による人口減少対策の推進 

 

 

人口減少対策に直接効果の出る取り組みに特化して議論・検討 

取り組み方を転換

 

戦略本部の取り組み方 

 


